
平成十三年総務省令第百九号

地方財政法第三十三条の五の二第一項の額の算定方法を定める省令

地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第三十三条の五の二第一項の規定に基づき、地方財政法第三十三条の五の二第一項の額の算定

方法を定める省令を次のように定める。

（地方財政法第三十三条の五の二第一項の額の算定方法）

第一条　地方財政法（以下「法」という。）第三十三条の五の二第一項の額は、道府県にあつては第一号に掲げる額と、市町村にあつては

第二号に掲げる額とする。

一　当該道府県の控除前財源不足額（地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十条第三項本文の規定により令和五年八月三十

一日までに決定された普通交付税の額の算定に用いた同法附則第六条の三の規定の適用がないものとした場合における同法第十一条の

規定によつて算定した基準財政需要額が同法第十四条の規定によつて算定した基準財政収入額を超える額（当該額が零を下回る場合に

は、零とする。）をいう。以下この条及び第三条において同じ。）に当該道府県の次のイからホまでに掲げる数値を合算したものの五分

の一の数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。以下この条及び第三条において「補正指数」とい

う。）に別表第一のＡに定める当該補正指数の段階に応ずる率を乗じて得た数と同表のＢに定める当該補正指数の段階に応ずる数を合

算した数に〇・〇五四五を乗じて得た率（ただし、当該率が〇・七五を超える場合は、〇・七五とする。）を乗じて得た額（五百円未

満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、五百円以上千円未満の端数があるときはその端数金額を千円とする。）に、〇・九九

五一五〇五を乗じて得た額（五百円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、五百円以上千円未満の端数があるときはその端

数金額を千円とする。）

イ　令和四年度における地方交付税法第十四条の規定によつて算定した基準財政収入額を地方交付税法等の一部を改正する法律（令和

五年法律第二号）第一条の規定による改正前の地方交付税法附則第六条の二の規定の適用がないものとした場合における地方交付税

法第十一条の規定によつて算定した当該年度の基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端

数を四捨五入する。）

ロ　令和三年度における地方交付税法第十四条の規定によつて算定した基準財政収入額を地方交付税法等の一部を改正する法律（令和

四年法律第二号）第一条の規定による改正前の地方交付税法附則第六条の二の規定の適用がないものとした場合における地方交付税

法第十一条の規定によつて算定した当該年度の基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端

数を四捨五入する。）

ハ　令和二年度における地方交付税法第十四条の規定によつて算定した基準財政収入額を地方交付税法等の一部を改正する法律（令和

三年法律第八号）第一条の規定による改正前の地方交付税法附則第六条の規定の適用がないものとした場合における地方交付税法第

十一条の規定によつて算定した当該年度の基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端数を

四捨五入する。）

ニ　令和元年度における地方交付税法第十四条の規定によつて算定した基準財政収入額を地方交付税法等の一部を改正する法律（令和

二年法律第六号）第一条の規定による改正前の地方交付税法附則第六条の二の規定の適用がないものとした場合における地方交付税

法第十一条の規定によつて算定した当該年度の基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端

数を四捨五入する。）

ホ　平成三十年度における地方交付税法第十四条の規定によつて算定した基準財政収入額を地方交付税法等の一部を改正する法律（平

成三十一年法律第五号）第一条の規定による改正前の地方交付税法附則第六条の二の規定の適用がないものとした場合における地方

交付税法第十一条の規定によつて算定した当該年度の基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、

その端数を四捨五入する。）

二　当該市町村の控除前財源不足額に当該市町村の補正指数に別表第二のＡに定める当該補正指数の段階に応ずる率を乗じて得た数と同

表のＢに定める当該補正指数の段階に応ずる数を合算した数（ただし、当該数について、補正指数が一・〇〇の場合に得た数を超える

場合は、補正指数が一・〇〇の場合に得た数とする。）に〇・〇五四四を乗じて得た率（ただし、当該率が〇・八五を超える場合は、

〇・八五とする。）を乗じて得た額（五百円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、五百円以上千円未満の端数があるとき

はその端数金額を千円とする。）に、〇・九九四二五五四を乗じて得た額（五百円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、

五百円以上千円未満の端数があるときはその端数金額を千円とする。）

２　五千三百十一億千四百八十七万千円と各道府県について前項第一号に掲げる額の合算額との間に差額があるときは、その差額を同号に

掲げる額の最も大きい道府県の額に加算し、又はこれから減額する。

３　四千六百三十四億八千二百二十六万五千円と各市町村について第一項第二号に掲げる額（ただし、合併市町村（普通交付税に関する省

令（昭和三十七年自治省令第十七号。以下「普通交付税省令」という。）第四十八条第一項の規定の適用を受ける市町村をいう。以下同

じ。）にあつては次条の規定によつて算定した額とする。）の合算額との間に差額があるときは、その差額を同号の規定により算定した額

の最も大きい市町村の額に加算し、又はこれから減額する。

（合併市町村の特例）

第二条　合併市町村に係る法第三十三条の五の二第一項の額は、次の算式によつて算定した額（五百円未満の端数があるときはその端数金

額を切り捨て、五百円以上千円未満の端数があるときはその端数金額を千円とする。）とする。

算式

Ａ－Ｂ≧０の場合　Ｃ

Ａ－Ｂ＜０の場合　Ｄ

算式の符号

Ａ　当該合併市町村に係る地方交付税法第１０条第３項本文の規定により令和５年８月３１日までに決定された普通交付税の額の算定

に用いた普通交付税省令第４８条第１項の算式の符号Ａに同じ。

Ｂ　当該合併市町村に係る地方交付税法第１０条第３項本文の規定により令和５年８月３１日までに決定された普通交付税の額の算定

に用いた普通交付税省令第４８条第１項の算式の符号Ｂに同じ。

Ｃ　当該合併市町村に係る合併関係市町村（普通交付税省令第４８条第１項に規定する合併関係市町村をいう。以下同じ。）ごとに次

項から第４項までの規定によつて算定した法第３３条の５の２第１項の額の合算額

Ｄ　当該合併市町村について前条の規定によつて算定した額

２　合併関係市町村に係る法第三十三条の五の二第一項の額は、次項に規定する当該合併関係市町村に係る控除前財源不足額に第四項に規

定する当該合併関係市町村に係る補正指数に別表第二のＡに定める当該補正指数の段階に応ずる率を乗じて得た数と同表のＢに定める当

該補正指数の段階に応ずる数を合算した数（ただし、当該数について、補正指数が一・〇〇の場合に得た数を超える場合は、補正指数が

一・〇〇の場合に得た数とする。）に〇・〇五四四を乗じて得た率（ただし、当該率が〇・八五を超える場合は、〇・八五とする。）を乗
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じて得た額（五百円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、五百円以上千円未満の端数があるときはその端数金額を千円とす

る。）に、〇・九九四二五五四を乗じて得た額（五百円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、五百円以上千円未満の端数が

あるときはその端数金額を千円とする。）とする。

３　合併関係市町村に係る控除前財源不足額は、次の算式によつて算定した額を、合併関係市町村が当該年度の四月一日現在において全て

なお従前の区域をもつて存続していたものと仮定した場合において各合併関係市町村につきそれぞれ地方交付税法第十条第三項本文の規

定により令和五年八月三十一日までに決定された普通交付税の額の算定に用いた普通交付税省令附則第十九条の十六第十項の規定の適用

がないものとした場合における普通交付税省令第四十九条の規定をもつて算定した基準財政需要額が普通交付税省令第五十条の規定によ

つて算定した基準財政収入額を超える額により
あん

按分した額（五百円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、五百円以上千円未

満の端数があるときはその端数金額を千円とする。）とする。

算式

（Ａ－Ｂ）×α ＋Ｂ

（Ａ－Ｂ）が負数となるときは、（Ａ－Ｂ）は０とする。

算式の符号

Ａ　地方交付税法第１０条第３項本文の規定により令和５年８月３１日までに決定された普通交付税の額の算定に用いた普通交付税省

令附則第１９条の１６第１０項の規定の適用がないものとした場合における普通交付税省令第４８条第１項の算式の符号Ａに同じ。

Ｂ　地方交付税法第１０条第３項本文の規定により令和５年８月３１日までに決定された普通交付税の額の算定に用いた同法附則第６

条の３の規定の適用がないものとした場合における普通交付税省令第４８条第１項の算式の符号Ｂに同じ。

α　普通交付税省令第４８条第１項の算式の符号 α に同じ。

４　合併関係市町村に係る補正指数は、第一号から第五号までに掲げる数値（ただし、令和四年四月二日から令和五年四月一日までに行わ

れた市町村の合併の特例に関する法律（平成十六年法律第五十九号）第二条第一項の市町村の合併（以下「法適用合併」という。）に係

る合併関係市町村にあつては、前条第一項第一号イからホまでに掲げる数値、令和三年四月二日から令和四年四月一日までに行われた法

適用合併に係る合併関係市町村にあつては、第一号及び同項第一号ロからホまでに掲げる数値、令和二年四月二日から令和三年四月一日

までに行われた法適用合併に係る合併関係市町村にあつては、第一号及び第二号並びに同項第一号ハからホまでに掲げる数値、平成三十

一年四月二日から令和二年四月一日までに行われた法適用合併に係る合併関係市町村にあつては、第一号から第三号まで並びに同項第一

号ニ及びホに掲げる数値、平成三十年四月二日から平成三十一年四月一日までに行われた法適用合併に係る合併関係市町村にあつては、

第一号から第四号まで及び同項第一号ホに掲げる数値）を合算したものの五分の一の数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、そ

の端数を四捨五入する。）とする。

一　令和四年度における普通交付税に関する省令の一部を改正する省令（令和五年総務省令第六十一号）による改正前の普通交付税に関

する省令第五十条の規定によつて算定した基準財政収入額を同令附則第十九条の十六第十項の規定の適用がないものとした場合におけ

る同令附則第十九条の十四第十一項、附則第十九条の十四の二第十一項、附則第十九条の十四の三第十項、附則第十九条の十四の四第

九項、附則第十九条の十四の五第九項及び附則第二十一条第二項の規定により読み替えられた同令第四十九条の規定によつて算定した

基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。）

二　令和三年度における普通交付税に関する省令の一部を改正する省令（令和四年総務省令第五十号）による改正前の普通交付税に関す

る省令第五十条の規定によつて算定した基準財政収入額を同令附則第十九条の十六第九項の規定の適用がないものとした場合における

同令附則第十九条の十四第十一項、附則第十九条の十四の二第十一項、附則第十九条の十四の三第十項、附則第十九条の十四の四第九

項、附則第十九条の十四の五第九項、附則第十九条の十四の六第四項及び附則第二十一条第二項の規定により読み替えられた同令第四

十九条の規定によつて算定した基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入す

る。）

三　令和二年度における普通交付税に関する省令の一部を改正する省令（令和三年総務省令第七十六号）による改正前の普通交付税に関

する省令第五十条の規定によつて算定した基準財政収入額を同令附則第十九条の十六第九項の規定の適用がないものとした場合におけ

る同令附則第十九条の十四第十一項、附則第十九条の十四の二第十一項、附則第十九条の十四の三第十項及び附則第二十一条第二項の

規定により読み替えられた同令第四十九条の規定によつて算定した基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があ

るときは、その端数を四捨五入する。）

四　令和元年度における普通交付税に関する省令の一部を改正する省令（令和二年総務省令第七十二号）による改正前の普通交付税に関

する省令第五十条の規定によつて算定した基準財政収入額を同令附則第十九条の十六第九項の規定の適用がないものとした場合におけ

る同令附則第十九条の十四第十一項、附則第十九条の十四の二第十一項及び附則第二十一条第二項の規定により読み替えられた同令第

四十九条の規定によつて算定した基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入す

る。）

五　平成三十年度における普通交付税に関する省令の一部を改正する省令（令和元年総務省令第二十九号）による改正前の普通交付税に

関する省令第五十条の規定によつて算定した基準財政収入額を同令附則第十九条の十六第九項の規定の適用がないものとした場合にお

ける同令附則第十九条の十四第十一項、附則第十九条の十四の二第十一項及び附則第二十一条第二項の規定により読み替えられた同令

第四十九条の規定によつて算定した基準財政需要額で除して得た数値（小数点以下二位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入

する。）

（都及び特別区の特例）

第三条　都に係る法第三十三条の五の二第一項の額は、その全区域を道府県とみなして第一条の規定を適用して算定した額とし、特別区に

係る同項の額は、特別区の存する区域を市町村とみなして第一条の規定を適用して算定した額を控除前財源不足額に準ずるものとして総

務大臣が調査した額により特別区ごとに按分した額（五百円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、五百円以上千円未満の端

数があるときはその端数金額を千円とする。）とする。

２　前項の場合において、特別区の存する区域を市町村とみなして第一条の規定を適用して算定した額と同項の規定によつて特別区ごとに

按分した額の合算額との間に差額があるときは、その差額を同項の規定によつて特別区ごとに按分した額の最も大きい特別区の法第三十

三条の五の二第一項の額に加算し、又はこれから減額する。

３　第一項の場合において、都及び特別区に係る控除前財源不足額については次の各号の場合に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額と

する。

一　都の全区域を道府県とみなして算定した控除前財源不足額（以下この項において「都控除前財源不足額」という。）が零を下回り、

かつ、特別区の存する区域を市町村とみなして算定した控除前財源不足額（以下この項において「特別区控除前財源不足額」という。）

が零を下回る場合

イ　都の全区域を道府県とみなして算定する場合の控除前財源不足額　零

2



ロ　特別区の存する区域を市町村とみなして算定する場合の控除前財源不足額　零

二　都控除前財源不足額が零以上であり、かつ、特別区控除前財源不足額が零以上の場合

イ　都の全区域を道府県とみなして算定する場合の控除前財源不足額　都控除前財源不足額

ロ　特別区の存する区域を市町村とみなして算定する場合の控除前財源不足額　特別区控除前財源不足額

三　都控除前財源不足額が零以上であり、かつ、特別区控除前財源不足額が零を下回る場合

イ　都の全区域を道府県とみなして算定する場合の控除前財源不足額　都控除前財源不足額及び特別区控除前財源不足額の合算額（当

該合算額が零を下回る場合には、零とする。）

ロ　特別区の存する区域を市町村とみなして算定する場合の控除前財源不足額　零

四　都控除前財源不足額が零を下回り、かつ、特別区控除前財源不足額が零以上の場合

イ　都の全区域を道府県とみなして算定する場合の控除前財源不足額　零

ロ　特別区の存する区域を市町村とみなして算定する場合の控除前財源不足額　都控除前財源不足額及び特別区控除前財源不足額の合

算額（当該合算額が零を下回る場合には、零とする。）

（雑則）

第四条　この省令に定めるもののほか、法第三十三条の五の二第一項の額の算定方法については、地方交付税法附則第六条の三に規定する

令和五年度における基準財政需要額の算定方法の特例に係る控除額の算定方法の例による。

附　則

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一四年七月二六日総務省令第八四号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十四年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成一五年二月五日総務省令第三〇号）

（施行期日）

この省令は、公布の日から施行し、平成十四年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成一五年七月二五日総務省令第一〇四号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十五年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成一六年七月二七日総務省令第一一〇号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十六年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成一七年七月二六日総務省令第一一五号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十七年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成一八年七月二五日総務省令第一〇二号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十八年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成一九年七月三一日総務省令第八七号）

この省令は、公布の日から施行し、平成十九年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成二〇年六月一七日総務省令第七三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二〇年八月一五日総務省令第九一号）

この省令は、公布の日から施行し、平成二十年度分の地方財政法第三十三条の五の二第一項の額から適用する。

附　則　（平成二一年三月三一日総務省令第三七号）

この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成二一年七月二八日総務省令第八〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二二年三月三一日総務省令第三〇号）

この省令は、平成二十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成二二年七月二三日総務省令第七九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二二年一二月七日総務省令第一〇七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二三年三月三一日総務省令第三四号）

この省令は、平成二十三年四月一日から施行し、第二条による改正後の地方債に関する省令附則第一条の二の規定は、平成二十三年三

月十一日から適用する。

附　則　（平成二三年八月五日総務省令第一一六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二三年一〇月二六日総務省令第一四四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二四年三月三一日総務省令第二九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。

附　則　（平成二四年七月二四日総務省令第七三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二五年七月二三日総務省令第七四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二六年七月二五日総務省令第六五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二七年七月二四日総務省令第六六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二八年七月二六日総務省令第七六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二九年七月二五日総務省令第五四号）
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この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三〇年七月二四日総務省令第四八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年七月二三日総務省令第三一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和二年七月三一日総務省令第七四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和三年八月三日総務省令第七八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和三年一二月二四日総務省令第一一一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和四年七月二六日総務省令第五二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和四年一二月九日総務省令第七三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和五年七月二八日総務省令第六三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和五年一二月八日総務省令第八八号）

この省令は、公布の日から施行する。

別表第一

道府県の補正指数に係る率等（第１条関係）

補正指数区分 率等

Ａ Ｂ

補正指数が０．２０未満のもの ０．６２６２ －０．０２２１

同上０．２０以上０．３０未満のもの ０．６４３７ －０．０２５８

同上０．３０以上０．４０未満のもの ０．７２０６ －０．０４９７

同上０．４０以上０．５０未満のもの ４．７５８３ －１．６６４６

同上０．５０以上０．６０未満のもの ９．２１７５ －３．８９３８

同上０．６０以上０．７０未満のもの ２２．３７５２ －１１．７８８２

同上０．７０以上のもの ２８．１４６５ －１５．８２７４

別表第二

市町村の補正指数に係る率等（第１条、第２条関係）

補正指数区分 率等

指定都市 中核市・施行時特例市 その他

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

補正指数が０．１０未満のもの １．２２５９ ０．７８８２ ０．５６４１ ０．１５１９ ０．１７５１ ０．０５２５

同上０．１０以上０．２０未満のもの １．３４３８ ０．７７６６ ０．７５９５ ０．１３２４ ０．２７２８ ０．０４２８

同上０．２０以上０．３０未満のもの １．８２８７ ０．６７９３ １．１０９７ ０．０６２３ ０．４２７７ ０．０１１６

同上０．３０以上０．４０未満のもの ２．５４９４ ０．４６３２ １．６９４１ －０．１１２８ ０．６８２１ －０．０６４２

同上０．４０以上０．５０未満のもの ４．６７１２ －０．３８５５ ２．８４２５ －０．５７２２ １．１４８４ －０．２５１１

同上０．５０以上０．６０未満のもの ６．６１７８ －１．３５８６ ４．１６４２ －１．２３４０ １．７７１５ －０．５６２４

同上０．６０以上０．７０未満のもの ９．３８１０ －３．０１６７ ６．６７６８ －２．７４０４ ３．０３６１ －１．３２１５

同上０．７０以上０．８０未満のもの １２．２２３６ －５．００５９ ９．５３７７ －４．７４３２ ４．８８５０ －２．６１５８

同上０．８０以上０．９０未満のもの １３．３５１７ －５．９０９０ ９．９８３８ －５．１０１２ ５．４３０６ －３．０５１７

同上０．９０以上１．００未満のもの １３．９１５８ －６．４１７１ １０．４１３４ －５．４８６７ ６．０３３４ －３．５９４８

同上１．００以上のもの １３．９１５８ －６．４１７１ １０．４１３４ －５．４８６７ ６．０３３４ －３．５９４８
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